
                                                                            

平成 16年 12 月期 決算短信(連結) 平成１７年２月２２日 

上 場 会 社 名 近畿日本ツーリスト株式会社 上場取引所 東 大 

コード番号  9726  本社所在都道府県 

(ＵＲＬ http://www.knt.co.jp) 東京都 

代 表 者 役職名  代表取締役社長 氏名 太田 孝 

問合せ先責任者 役職名  経理部長 氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 

決算取締役会開催日    平成１７年２月２２日 

米国会計基準採用の有無         無 

 
１．１６年１２月期の連結業績（平成１６年１月１日～平成１６年１２月３１日） 
(１) 連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年１２月期 93,558 △9.2 1,862 △10.2 1,831 17.4

１５年１２月期 103,065 △10.3 2,074 △40.7 1,559 △56.7

 

  当期純利益 １ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経 常 利 益 率 

営 業 収 益
経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

１６年１２月期 1,169 15.1 14.15 ― 6.8 1.2 2.0 

１５年１２月期 1,016 △58.6 12.30 ― 6.9 1.0 1.5 

(注) ①持分法投資損益 １６年１２月期 △１０９百万円 １５年１２月期 △２３２百万円 

 ②期中平均株式数(連結) １６年１２月期 ８２,６７８,６６９株 １５年１２月期 ８２,５９４,８０３株 

 ③会計処理方法の変更        無 

 ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(２) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

１６年１２月期 138,051  17,828 12.9 213.85 

１５年１２月期 156,352 16,424 10.5 200.46 

(注) 期末発行済株式数(連結) １６年１２月期 ８３,３６７,１９８株 １５年１２月期 ８１,９３４,４５６株 
 
(３) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円

１６年１２月期 3,472 5,570 △3,411 51,960 

１５年１２月期 △4,198 4,188 △6,034 46,521 

 

(４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数  34 社   持分法適用非連結子会社数  0 社   持分法適用関連会社数   7 社 
 

(５) 連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結(新規)   １社   (除外)   4 社   持分法(新規)   0 社   (除外)   1 社 
 
２．１７年１２月期の連結業績予想(１７年１月１日～平成１７年１２月３１日) 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

中間期 37,700 △2,400 △3,000 

通 期 88,000 1,800 900 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  １０円７９銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。
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1．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、子会社３４社、関連会社８社およびその他の関係会社１社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、

次のとおりであります。なお、旅行部門とその他の部門には、株式会社ツーリストサービスおよび株式会社近畿日本ツーリスト沖縄が重複

しております。 

 

(旅行部門) 

提出会社、子会社の株式会社ツーリストサービスを中心として国内・海外の団体旅行ならびに、国内主催旅行「メイト」、海外主催旅行

「ホリデイ」ブランドの旅行商品等の企画販売を行っております。また、個人・グループに対しＪＲ券、国内・海外航空券、宿泊券等の販売

を行っております。海外では子会社のＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （Ｕ．Ｓ．Ａ．），ＩＮＣ．、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥ

ＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＯＣＥＡＮＩＡ）ＰＴＹ.ＬＴＤ.、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＥＵＲＯＰＥ）Ｂ．Ｖ．等

が主に提出会社および国内会社が取り扱う海外の団体旅行および海外企画商品の旅行者に対して到着地での各種サービスの提供を

行うとともに、海外において航空券や旅行商品の販売等を行っております。 

子会社１９社および関連会社４社が含まれており、子会社１９社を連結、関連会社３社に持分法を適用しております。 

 

(ホテル部門) 

株式会社箱根高原ホテル、株式会社奥日光高原ホテル等が国内でホテル事業を行っております。国内において宿泊、料飲、宴会の

各種サービス提供を行っております。 

子会社３社および関連会社１社が含まれており、子会社３社を連結、関連会社１社に持分法を適用しております。 

 

(損害保険部門) 

Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ, ＩＮＣ.、ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＣＯ.,ＬＴＤ.が海外で損害保険の再保険引受事業を行っ

ております。 

子会社２社すべてを連結しております。 

 

(その他の部門) 

タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業の事業を行っております。情報処理サービス・人

材派遣および旅行関連サービスは、提出会社および当企業集団内の子会社・関連会社も顧客としております。 

子会社１２社および関連会社３社が含まれており、子会社１２社を連結、関連会社３社に持分法を適用しております。 
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事業系統図を示すと、次のとおりとなります。 

顧           客 

 
                                      
                                     旅行関連の総合的 
                                         サービス提供 
 

 

その他の関係会社 

  近畿日本鉄道㈱ 

子会社 

※１㈱ツーリストサービス 

 

子会社 

※１㈱近畿日本ツーリスト沖縄 

※１相鉄観光㈱ 

関連会社 

※２㈱大阪簡保旅行友の会 

※２㈱関東簡保旅行会 

※２㈱ツーリスト 

子会社 

※１㈱イベントアンドコンベンションハウス 
※１ツーリストインターナショナル 

アシスタンスサービス㈱
※１㈱ツーリスト関西事務センター 

※１㈱ツーリスト中部事務センター 

※１㈱近畿日本ツーリスト 

東京事務センター

※１㈱近畿日本ツーリスト情報システム 
※１㈱ツーリストビジネスサポート 

※１㈱ツーリストサービス北海道 

※１㈱ツーリストエキスパーツ 

 

 

 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーワールド 

             統 括 
 
 

子会社 

※１北交大和タクシー㈱ 

※１㈱箱根高原ホテル 

※１㈱奥日光高原ホテル 

※１㈱ホテルサンフラワー札幌 

関連会社 

※２蔵王中央ロープウェイ㈱ 

※２沖縄観光開発㈱ 

※２近鉄観光㈱ 

 
 
 
 

 
損害保険会社 

 

           再保険申込 
 

子会社 

※１Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ,  

ＩＮＣ． 

※１ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ  

ＣＯ．，ＬＴＤ． 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーチャイナ 

※１㈱ホリデイツアーズミクロネシア 

※１㈱ユナイテッドツアーズ 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(CANADA)INC.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SINGAPORE)PTE.LTD.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(EUROPE)B.V.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS G.m.b.H.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(FRANCE)S.A.R.L.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SPAIN)S.A.

※１KINTETSU REISEBÜRO 
G.m.b.H.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(ITALIA)S.R.L.

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(OCEANIA)PTY.LTD.

※１HOLIDAY  TOURS 

    MICRONESIA(GUAM),INC.

※１PACIFIC DEVELOPMENT INC. 

近 

畿 

日 

本 

ツ 

ー 

リ 

ス 

ト 

株 

式 

会 

社 

 

関連会社 

※２TK PACIFIC INC． 

乗車券等旅

行関連商品

の相互提供 

 
 
 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
顧客の送客 

 
 
 
 
 
 
 
旅行傷害保

険申込 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
 
土産物販売  

 
 
 
 
 
 
 
 
代行業務の 

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外旅行地上

手配の役務  

提供 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(U.S.A.),INC.

 

※１ 連結子会社 

※２ 関連会社で持分法適用会社 
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２．経 営 方 針 

 

(１)経営の基本方針 

当社グループは、「旅行業を中核とした旅行関連事業を通して社会の繁栄に貢献する」という経営基本理念のもと活動の舞台を世

界に広げ、ＥＣＣ（イベント・コンベンション・コングレス）を中心としたソリューション営業と、カスタマー・リレーションシップ・マネジメント

（顧客との良好な関係づくり、以下「ＣＲＭ」）の実践により、お客さまとの信頼関係を深め、お客さまのニーズに合わせたプロデュース

をすることで新しい価値を創造していきます。 

 

(２)利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主に対する利益還元を経営の最重要政策と位置付けており、収益力の強化と企業体質の健全化をはかること

により、安定配当の継続を目指してまいります。また、内部留保につきましてはシステム投資や積極的な事業展開に活用し、企業価値

を高めてまいります。 

なお、当社は、平成７年から前期まで配当を見送らせていただいておりましたが、当期は配当可能利益を上げることができましたの

で、復配をいたしたいと存じます。 

 

(３)目標とする経営指標 

旅行業界に大きな影響を与える紛争、自然災害等の外的要因や景気動向に伴う旅行需要の変動に耐え得るため、当社およびグ

ループ全体としての最優先課題は、安定的に利益を出すことのできる体質の構築にあります。したがって、販売会社としての基本で

ある営業利益を重視した経営を進めてまいります。 

 

(４)中長期的な経営戦略 

ステークホルダーの期待に応えるべく、利益が出る体質への転換を図るための構造変革に取り組むとともに、グループ企業の経

営力強化の施策を推進しているところであります。 

 

①旅行部門 

旅行業においては、地域特性や市場特性の分析に基づく非効率部門の見直しと、成長部門・市場への経営資源の投入をさら

に推進してまいります。 

個人旅行においては、「メイト」「ホリデイ」のブランド力の強化と、新たな流通経路の構築やＥビジネス市場での新システム・新商

品の開発により販売拡大を図ってまいります。 

また団体旅行においては、企業、自治体、教育市場、宗教市場等に対してソリューション営業を強化していくのと同時に新しい団

体需要を生み出すＥＣＣを中核に営業を展開し、活動の領域をグローバルレベルへと広げてまいります。 

こうした活動を通じて、顕在化した旅行需要を取り込むだけでなく、旅行業を核として新しい事業領域を拡大することのできるプロ

デュース業としての企業価値を創造してまいります。 

 

②ホテル部門 

ホテル業においては、自社の直接販売の強化および当社グループからの傾斜販売の推進によるグループの組織力を活用した

営業力の強化、仕入れおよび費用構造の見直しを順次進めてまいります。 

また、お客さまのニーズに応えるべく、提供するサービスの質の向上および新たな価値の創造に努めてまいります。 

 

③損害保険部門 

海外における再保険引受事業においては、保険料率の自由化、再保険マーケットの動向等に左右されますので、保険行政に

注意を払いながら経営を推し進めてまいります。 

 

④その他の部門 

その他事業についても事業領域を明確にすると同時に、グループの総合力を活かして各種事業の営業活動を相互に支援する

とともに、各業種間での人材の適正配置等により限られた資源を効率的に使い、同時にグループ外への事業の拡大を図ってまいり

ます。 
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（５）対処すべき課題 

旅行業においては、個人旅行部門の「メイト」「ホリデイ」のブランド力の強化や、ウェブや携帯電話等を活用した新たな流通経路

の開発および都市圏を中心とした販売ネットワークの増強・他社とのアライアンスを並行して進め、売上の拡大・利益構造の改革を

進めます。また、団体旅行部門ではＥＣＣの飛躍的拡大のため、ノウハウの共有化、人材の育成、ソリューション営業の深耕、他業

種とのアライアンスの強化等により、営業構造の転換を進めてまいります。 

ホテル業においては、より顧客中心の営業に徹し、客室販売の直販強化および当社グループの組織力を生かした営業力の強化、

仕入れおよび費用構造の見直しの実施により財務体質の強化を図ってまいります。 

損害保険業においては、リスクヘッジを最優先課題とし、保険料率の自由化、再保険マーケットの動向等に注意を払いながら経

営をおこなってまいります。 

その他の事業についても、事業の見直しをはじめ、各社ミッションの明確化等によりグループ利益の最大化を図ってまいります。 

 

（６）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、国内外の法令遵守および企業倫理の定着が経営の根幹であり、透明度の高い公正な経営体制の構築を最重要課題と考

え、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでおります。 

当社は、監査役制度を採用しておりますが、従来から社外出身者を取締役および監査役として選任し、広範な見地からの意見を経

営に反映させるとともに経営監視機能の充実を図っており、現任の取締役のうち２名（本年改選後は 1 名）、監査役のうち３名がこれに

該当し、監査役については半数以上を社外出身者が占める体制を実現しております。なお、当社と社外出身者との関係については、

その一部が取締役に就任している関係会社との間で定型的な営業取引の関係があります。 

また、監査役会および監査役監査に関する事務を行う専任部署として監査役室を、内部監査を行う専任部署として経営監査室を設

置しております。そのほか、取締役および監査役等の報酬の透明性向上を図るための報酬諮問委員会の設置、コーポレートガバナン

ス充実の一環としてのコンプライアンス・リスクマネジメント委員会の設置、企業倫理綱領とコンプライアンス・ガイドラインの制定をおこ

なっております。 

さらに、昨年、取締役任期を１年に短縮し、経営責任の明確化を図るなどコーポレートガバナンス強化の施策を実施しました。 
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３．経営成績および財政状態 

(１)経営成績 

①当期の概況 

当期のわが国経済は、設備投資の増加や企業収益の改善など回復基調で推移しましたが、個人消費に大きな伸びが見られず、本

格的な景気回復には至りませんでした。 

旅行業界におきましても、前年のイラク戦争やＳＡＲＳの影響により激減した海外旅行が大幅に回復したものの、国内旅行は台風、

新潟県中越地震などの影響を受けて減少し、依然として厳しい企業環境のうちに推移しました。 

このような状況下にあって、当社におきましてはクラブツーリズム事業部門をクラブツーリズム株式会社へ営業譲渡（平成１６年４月３

０日付 譲渡価額２４８億４０百万円）し、「脱・総合旅行業～プロデュース業への転換」をコンセプトに、ＥＣＣを中心とした団体旅行部

門とＣＲＭによる個人旅行部門を２つの柱とする構造改革を進めました。 

組織面では、ＥＣＣ市場に特化した販売展開を強力に推進するためにイベント・コンベンション・コングレスカンパニーを、また旅行商

品の企画力を強化しブランドイメージを強く発信していくためにメイト・ホリデイ事業本部を、そして新たな流通経路としてのＥビジネスの

飛躍的拡大をめざしＷｅｂ営業部をそれぞれ新設いたしました。 

営業面では、国内旅行部門で個人旅行のメイトは沖縄、関西、九州方面は好調に推移しましたが、宿泊商品が「浜名湖花博」や三

重キャンペーン等により好調であった一部地域を除いて低調に推移しました。また、団体旅行につきましても一般団体市場の縮小化

の影響や生徒数の減少による教育旅行の減少により低調に推移いたしました。海外旅行部門でホリデイは夏の家族向け商品「ファミリ

ゾート」をはじめ、各方面とも好調で航空券・その他個人旅行と合わせ全体として前年を上回りました。団体旅行につきましては、ＥＣＣ

を中心としたソリューション営業を推進し、アテネオリンピックに積極的に取り組んだほか「まつりインハワイ」「ホノルルマラソン」等のイベ

ント関連旅行および「冬のソナタ」をはじめとするエンターテイメント関連旅行の取り扱い等により好調に推移いたしました。また、三井住

友カードと提携したＩＣ機能搭載のクレジットカード「近畿日本ツーリストカード」の発行を開始いたしました。 

グループ会社につきましては、効率化戦略を推し進め、営業利益重視および財務体質強化に努めた結果、グループ会社全体とし

ては営業利益を確保しました。また、経営資源の最適配分を目的にホテル事業の一部から撤退した一方、神奈川県中央部の販売ネッ

トワーク拡充のため、相鉄観光株式会社の株式を取得しグループ会社に加えました。 

なお、当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚生年金基金は厚生年金基金の代行部分返上を実施いたしました。これにより、当期に

おきましては２２億３２百万円の特別損失が生じましたが、費用につきましては今後毎年１７億円程度の減少が見込まれます。 

これらの結果、当連結会計期間の業績は、営業収益９３５億５８百万円、営業利益１８億６２百万円、経常利益１８億３１百万円、当期

純利益１１億６９百万円となりました。 

 

②次期の見通し 

今後につきましては、わが国経済は依然景気回復の動きはあるものの、その伸びは緩やかであり、旅行業界におきましても、個人

消費需要の多様化や外的環境の影響も想定されます。 

このような環境のなか、当社は創立５０周年を迎えるにあたり、新たに「カタチにします。ときめき・キラメキ・おもてなし」をキーワードに

掲げ、積極的な事業活動を展開してまいります。 

「２００５年日本国際博覧会（愛知万博）」「日本・イタリア交流の翼２００５」「まつりインハワイ」等の販売を推進し、団体旅行販売の柱

であるＥＣＣを中心としてプロデュース業への転換を推し進めます。個人旅行販売におきましては、「メイト」「ホリデイ」ブランドに対する

ファン顧客層をさらに確固たるものにするため、「熟年海外特選旅行」など良質な新商品や新企画の開発に努めます。 

また、新規需要の開発として、国土交通省が推進する「ビジット・ジャパン・キャンペーン」と連動した訪日旅行など自治体への観光

誘致策の提案を推進するほか、ＩＴ時代における新たな流通経路の創出を図り、インターネットによる宿泊予約システム「楽宿」や携帯

電話を活用した新販売システム「カシャ旅予約」などＥビジネス分野に戦略的に経営資源を投入するほか、お客様の視点に立った店

舗づくりを推進します。 

なお、改正旅行業法等が平成１７年４月１日付で施行されるのに伴い、旅行業者は従来にも増して企画力、提案力が問われること

になりますが、これを新たなビジネスチャンスととらえ積極的に取り組んでまいります。 

平成１７年連結会計年度における当社グループの業績は、積極的な営業施策と徹底したローコスト経営を推進し、営業収益８８０億

円（対前年同期比９４％）、経常利益１８億円（対前年同期比９８％）、当期純利益９億円（対前年同期比７７％）を見込んでおります。 
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(２)財政状態 

①キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、団体前受金の増加等に伴い３４億７２百万円となりました。また、投

資活動によるキャッシュ・フローは、営業譲渡による収入および固定資産の取得による支出等で５５億７０百万円となりました。財務活

動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等で△３４億１１百万円となり、その結果、現金および現金同等物の期末残高は５１９

億６０百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フロー指標 

 

 平成１６年１２月期 平成１５年１２月期 平成１４年１２月期 

株主資本比率（％） １２．９ １０．５ ７．８ 

時価ベースの株主資本比率（％） １５．３ １２．９ ９．３ 

債務償還年数(年) ０．４ ― ０．７ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ２５．１ ― ５２．３ 
(注) 株主資本比率：株主資本/総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額/総資産 

債務償還年数：借入金/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利息の支払額 

※各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※平成１５年１２月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオは記

載しておりません。 
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４．連結財務諸表等 

(１)連結貸借対照表 

当連結会計年度 前連結会計年度 

(平成１６年１２月３１日現在) (平成１５年１２月３１日現在) 科     目  

金   額 構成比 金   額 構成比 

増  減  額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

受 取 手 形 及 び 営 業 未 収 金 

未 収 手 数 料 

未 渡 ク ー ポ ン 

有 価 証 券 

た な 卸 資 産 

団 体 前 払 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

為 替 予 約 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

減価償却累計額 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

減価償却累計額 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

ソフトウエア仮勘定 

そ の 他 

投資その他の資産 

 

投 資 有 価 証 券 

 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

※２ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

※１ 

※２ 

※５ 

 

 

 

百万円

９８，８２２ 

４０，５１０ 

１２，０００ 

２１，１０５ 

８，５６４ 

１，０４１ 

２，２５０ 

２３５ 

９，４４５ 

９１０ 

４８８ 

１７１ 

２，１９２ 

△９４ 

３９，２２９ 

８，８１６ 

９，５５５ 

△６，１２６ 

4，６７１ 

４０ 

３，７０３ 

△３，０２８ 

３，０１２ 

２，０５９ 

７８７ 

１６５ 

２７，４００ 

 

１５，４３９ 

 

１，４００ 

７，０２７ 

６９６ 

３，９１３ 

△１，０７６ 

％

７１．６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２８．４ 

百万円

１０２，０９４ 

３６，０９５ 

１１，０００ 

２３，０６６ 

１１，５６２ 

― 

― 

２３３ 

１５，３８１ 

１，２２３ 

５６４ 

― 

３，０４４ 

△７７ 

５４，２５８ 

２５，３３６ 

２６，９５１ 

△１０，８９２ 

８，０１８ 

１ 

５，８３４ 

△４，５７６ 

１，７０６ 

８５９ 

６４２ 

２０３ 

２７，２１５ 

 

１６，４５０ 

 

１，１１５ 

８，３５４ 

７９９ 

１，７１２ 

△１，２１６ 

％ 

６５．３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４．７ 

百万円

△３，２７１ 

４，４１４ 

１，０００ 

△１，９６０ 

△２，９９７ 

１，０４１ 

２，２５０ 

２ 

△５，９３６ 

△３１２ 

△７６ 

１７１ 

△８５１ 

△１６ 

△１５，０２９ 

△１６，５２０ 

△１７，３９６ 

４，７６６ 

△３，３４６ 

３９ 

△２，１３１ 

１，５４７ 

１，３０５ 

１，１９９ 

１４４ 

△３８ 

１８４ 

 

△ １，０１０ 

 

２８４ 

△１，３２７ 

△１０３ 

２，２０１ 

１３９ 

資 産 合 計 １３８，０５１ １００．０ １５６，３５２ １００．０      △１８，３０１ 

 



 ９

 

 

当連結会計年度 前連結会計年度 

(平成１６年１２月３１日現在) (平成１５年１２月３１日現在) 科     目  

金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

営 業 未 払 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

繰 延 税 金 負 債 

繰 延ヘ ッ ジ利益 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百万円

１０５，９９９ 

１，０７９ 

１４，２７８ 

６，３６３ 

２２０ 

２５，３５６ 

４２，２８２ 

１３，２３９ 

５ 

１７１ 

８００ 

２，１９９ 

１３，３４９ 

６１０ 

８，１５３ 

２，１１３ 

２，４７１ 

％

７６．８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．７ 

 

 

百万円

１３０，５００ 

４，３７９ 

― 

１９，６５０ 

９６９ 

２８，６０４ 

４８，０８７ 

２５，３３５ 

５ 

― 

６５１ 

２，８１５ 

８，７６０ 

６８８ 

５，８０３ 

２，０６９ 

１９８ 

％ 

８３．５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．６ 

 

百万円

△２４，５００ 

△３，３００ 

１４，２７８ 

△１３，２８７ 

△７４８ 

△３，２４７ 

△５，８０５ 

△１２，０９５ 

０ 

１７１ 

１４９ 

△６１５ 

４，５８９ 

△７７ 

２，３４９ 

４４ 

２，２７３ 

負 債 合 計  １１９，３４８ ８６．５ １３９，２６０ ８９．１ △１９，９１１ 

(少数株主持分       ) 

少 数 株 主 持 分 

 

 

８７４ ０．６ ６６７ ０．４ 

  

２０６ 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

 

 

 

 

※４ 

 

７，５７９ 

３，４１８ 

３，４０６ 

５，５２６ 

２６１ 

△２，３６４ 

  

７，５７９ 

５，２８３ 

６７２ 

４，７７６ 

３７８ 

△２，２６５ 

  

― 

△１，８６４ 

２，７３３ 

７５０ 

△１１６ 

△９９ 

資 本 合 計 １７，８２８ １２．９ １６，４２４ １０．５ １，４０３ 

負債、少数株主持分及び資本合計 １３８，０５１ １００．０ １５６，３５２ １００．０ △１８，３０１ 
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 (２)連結損益計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 
科     目  

金   額 百分比 金   額 百分比 

増 減 額 増 減 率

 

営 業 収 益 

営 業 費 用 

 

 

※1 

百万円

９３，５５８ 

９１，６９６ 

％

１００．０ 

９８．０ 

百万円

１０３，０６５ 

１００，９９０ 

％ 

１００．０ 

９８．０ 

百万円

△９，５０６

△９，２９３

％

△９．２

△９．２

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

過年度外国税還付額 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

為 替 差 損 

持分法による投資損失 

法 人 延 滞 税 等 

そ の 他 

 

 

１，８６２ 

５５３ 

１９４ 

１１２ 

９５ 

１５１ 

５８５ 

１３８ 

１４１ 

１０９ 

１４８ 

４７ 

２．０ 

０．５ 

 

 

 

 

０．６ 

 

 

 

 

 

２，０７４ 

５２８ 

２２０ 

１５７ 

― 

１５０ 

１，０４３ 

２０１ 

５７９ 

２３２ 

― 

３０ 

２．０ 

０．５ 

 

 

 

 

１．０ 

 

 

 

 

△２１２

２５

△２５

△４５

９５

０

△４５８

△６３

△４３７

△１２３

１４８

１７

△１０．２

４．８

△１１．６

△２８．８

―

０．３

△４４．０

△３１．５

△７５．６

△５３．０

―

５７．６

１，８３１ 

１８，３３５ 

１８，１８６ 

５０ 

― 

８７ 

１０ 

１７，３４０ 

１３，１１０ 

２，２３２ 

１，３６７ 

― 

１２０   

― 

３１ 

― 

― 

      ４７６ 

１．９ 

１９．６ 

 

 

 

 

 

１８．５ 

１，５５９ 

２，３７８ 

― 

１，４１２ 

８２１ 

１１４ 

２９ 

２，０９７ 

― 

― 

― 

１，６５５ 

８３ 

５８ 

― 

２ 

４９ 

２４８ 

１．５ 

２．３ 

 

 

 

 

 

２．０ 

２７１

１５，９５６

１８，１８６

△１，３６２

△８２１

△２７

△１９

１５，２４２

１３，１１０

２，２３２

１，３６７

△１，６５５

３６

△５８

３１

△２

△４９

２２８

１７．４

６７０．９

―

△９６．５

―

△２３．６

△６３．６

７２６．６

―

―

―

―

４３．８

―

―

―

―

９２．２

経 常 利 益 

特 別 利 益 

営 業 譲 渡 益 

投資有価証券売却益 

過年度外国税還付額 

貸倒引当金戻入益 

そ の 他 

特 別 損 失 

事 業 整 理 損 失 

厚生年金代行返上損 

減 損 損 失 

割 増 退 職 金 

固 定 資 産 除 却 損 

固 定 資 産 売 却 損 

投資有価証券評価損 

投資有価証券売却損 

関 係 会 社 整 理 損 

そ の 他 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

過 年 度 法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 

 

 

 

 

 

 

※６ 

※４ 

※３ 

※２ 

 

 

 

※５ 

 ２，８２５ 

７８２ 

９５０ 

△２１６ 

３．０ 

０．８ 

１．０ 

△０．２ 

１，８４０ 

１，３４８ 

― 

△５４４ 

１．８ 

１．３ 

― 

△０．５ 

９８５

△５６７

９５０

３２８

５３．５

△４２．０

―

△６０．３

少 数 株 主 利 益  １３８ ０．１ １９ ― １１９ ６２４．９

当 期 純 利 益  １，１６９ １．３ １，０１６ １．０ １５３ １５．１
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 (３)連結剰余金計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科       目 平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

 

資本剰余金の部 

Ⅰ資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

1 資 本 準 備 金 期 首 残 高 

Ⅱ資 本 剰 余 金 増 加 高 

１ そ の 他 資 本 剰 余 金 

２ 自 己 株 式 処 分 差 益 

Ⅲ資 本 剰 余 金 減 少 高 

１ 資 本 準 備 金 

２ 欠 損 填 補 に よ る 
資 本 準 備 金 減 少 高 

百万円 

 

５，２８３ 

５，２８３ 

 

１，４４７ 

７６ 

 

△１，４４７ 

△１，９４０ 

百万円 

 

５，２８３ 

５，２８３ 

 

                ― 

― 

 

― 

― 

Ⅳ資 本 剰 余 金 期 末 残 高 

 

利益剰余金の部 

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 

１ 当 期 純 利 益 

３，４１８ 

 

 

６７２ 

 

1，１６９ 

５，２８３ 

 

 

△１８１ 

 

１，０１６ 

２ 連 結 子 会 社 減 少 による 
剰 余 金 増 加 高 

６９６ ― 

３ 欠 損 填 補 に よ る 
利 益 剰 余 金 増 加 高 

１，９４０ ― 

 

１，０７３ 

 

１６１ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 

１ 連 結 子 会 社 減 少 による 

剰 余 金 減 少 高 

Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 
３，４０６ ６７２ 
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科           目 平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

 
Ⅰ 
 

 
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 損 
割 増 退 職 金 
未 収 手 数 料 及 び 売 上 債 権 の 減 少 額 
未 精 算 旅 行 券 及 び 仕 入 債 務 の 減 少 額 
未 払 金 の 減 少 額 
預 り 金 の 増 減 額 
団 体 前 受 金 の 増 減 額 
団 体 前 払 金 の 減 少 額 
営 業 譲 渡 益 
減 損 損 失 
事 業 整 理 損 失 
固 定 資 産 売 却 損 益 及 び 除 却 損 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 及 び 評 価 損 
そ の 他 

百万円 
 

２，８２５ 
１，８８０ 
△２６ 
１０９ 
△４４ 
１，８９１ 
２０２ 
△３０６ 
１３８ 
１ 
― 
５１１ 
２，７３３ 
△６，２９２ 
△６７８ 
４，９２０ 
１，９７２ 
△１８，１８６ 
１，３６７ 
１３，１１０ 
１１９ 
△1８ 
△２１８ 

百万円 
 

１，８４０ 
１，７３２ 
― 
２３２ 
△６９８ 
７４６ 
２７１ 
△３７７ 
２０１ 
９６ 
１，６５５ 
３９５ 

△３，９７６ 
― 
９１２ 

△２，８７７ 
１，９２９ 
― 
― 
― 
１４２ 

△1，４０９ 
△７５ 

 

小     計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 
割 増 退 職 金 の 支 払 額 

６，０１３ 
３０５ 
△１４５ 
△２，７００ 
― 

７４１ 
３７６ 
△３３９ 
△３，３２０ 
△1，６５５ 

 

 
Ⅱ 

 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
関 係 会 社 清 算 に よ る 収 入 
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
債 権 の 売 却 に よ る 収 入 
短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額 
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
供 託 金 の 支 払 に よ る 支 出 
営 業 譲 渡 に よ る 収 入 
差 入 保 証 金 の 取 得 に よ 支 出 
差 入 保 証 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 収 入 
子 会 社 株 式 売 却 に よ る 支 出 
そ の 他 

３，４７２ 

 
 

△５９２ 
５８９ 
△３１９ 
１３８ 
― 

△５，５０７ 
２，０９５ 
１，１９９ 
― 
△４８２ 
２０６ 

△２，７２６ 
９，８５６ 
△２６４ 
６８６ 
９１６ 
△１３２ 
△９３ 

△４，１９８ 

 
 

△５７４ 
２，９４８ 
△１４ 
１，８４４ 
１８４ 

△１，６４３ 
― 
― 
１ 

△１００ 
２５３ 
― 
― 
△４３８ 
１，４０３ 
― 
― 
３２３ 

 

 
Ⅲ 

 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
自己株式 ・ 子会社の所有す る親会社株式増減額 
配 当 金 支 払 （ 少 数 株 主 ） 

５，５７０ 

 
 

△３，３８６ 
― 
△９ 
△１３ 
△1 

４，１８８ 

 
 

△５６０ 
― 

△５，４６７ 
△５ 
― 

 

 
Ⅳ 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 

△３，４１１ 

 
△８１ 

△６，０３４ 

 
△９８ 

Ⅴ 
Ⅵ 
Ⅶ 
Ⅷ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 

５，５５０ 
４６，５２１ 
△１１１ 
５１，９６０ 

△６，１４１ 
５２，６１３ 
５０ 

４６，５２１ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１)子会社３４社すべてを連結しております。 

相鉄観光株式会社は、株式取得により当連結会計期間から子会社等に含めております。クラブツーリズム株式会社およびクラブ

ツーリズム株式会社の子会社である株式会社クラブツーリズム・ライフケアサービスは、クラブツーリズム株式会社の第三者割当

の増資により、それぞれ子会社に該当しなくなりました。また、株式会社ホテルポポロ東京は当社との合併により、ＳＡＩＰＡＮ ＨＯ

ＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮは株式の譲渡により、それぞれ子会社に該当しなくなりました。 

(２)非連結子会社はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)関連会社７社に対する投資について持分法を適用しております。 

持分法適用会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)持分法を適用していない非連結子会社および関連会社 1 社 

株式会社ツーリスト京葉は休眠会社であり重要性が乏しいため、持分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

株式会社ツーリストサービスの決算日は１２月３１日、また、相鉄観光株式会社の決算日は３月３１日であり、その他の連結子会社

の決算日は９月３０日であります。 

  連結財務諸表作成にあたっては、相鉄観光株式会社以外の連結子会社については、同日現在の連結財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。相鉄観光株式会社については、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく連結財務諸表を使用しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

              なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法により評価しております。 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として提出会社および国内連結子会社は、定率法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、主

として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を

除く)については、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は、主に定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては各社における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権および破産更生債権等は財務内容評価法で計

上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込み額のうち当連結会計期間に対応する見積額を計上しております。 

③退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込み額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、連結子会社においては、主として簡便法を

適用しております。 

会計基準変更時差異については、提出会社および株式会社ツーリストサービスは１５年による按分額を費用処理し、その他

の子会社は主として一括費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５～１０

年）による按分額を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。また、提出会社は、過去勤務債務について、発生年

度の従業員の平均残存勤務期間内の年数（１０年）による定額法により費用処理しております。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
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(５)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引および通貨オプション取引を行うこととしております。 

ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

③ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・ 

フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(６)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

主として税抜方式によっております。 

 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 
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会計方針の変更 

当連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成１４年８月９日））および「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 

企業会計基準適用指針第６号）が平成１６年１２月３１日に終了す

る連結会計期間に係る連結財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当連結会計期間から同会計基準および同適用指針

を適用しております。この処理に伴う当連結会計期間の損益に与

えている影響額は、特別損失として１，３６７百万円計上しておりま

す。 

 なお、固定資産の減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控除しておりま

す。また、リース資産の減損損失累計額相当額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき、間接控除し未払金に計上して

おります。 

 

 

表示方法の変更 

当連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

（連結貸借対照表） 

当連結会計年度から、勘定科目をより明瞭に表示するため資産

科目の顧客未収金を発券済みクーポン券売上の未渡クーポンと

売上債権の営業未収金に、負債科目の未払金を売上債務の営業

未払金とその他諸経費の未払金に、区分掲記しております。 

なお、前期末の残高は、未渡クーポン１,４２４百万円、営業未収

金２２,８６１百万円、営業未払金６,９４５百万円、未払金１２,６５６百

万円であります。       

（連結キャッシュフロー計算書） 

営業活動によるキャッシュフローの「未払金の減少額」は前連結

会計年度は「未精算旅行券及び仕入債務の増減額」に含めて表

示しておりましたが、連結貸借対照表の表示方法の変更に伴い区

分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「未精算旅行券及び仕入債務の増減

額」に含まれている「未払金の減少額」は３，３０１百万円でありま

す。 

 

   

 

 



 １６

追 加 情 報 

当連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

（厚生年金基金の代行返上） 

提出会社が母体となる近畿日本ツーリスト厚生年金基金は、確

定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成１６年１月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受け、平成１７年１月１日に過去分返上の認可を受

けております。それに伴い「退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第

４７－２項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日

において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したも

のとして会計処理しております。本処理に伴う当連結会計年度の

損益に与えている影響額は、特別損失に２,２３２百万円計上して

おります。当連結会計年度末における返還相当額（最低責任準

備金）は８,５５５百万円であります。 

また、提出会社は年金受給者のみを対象とする閉鎖適格退職

年金制度を有しておりましたが、当連結会計期間において年金受

給者への給付を終了し制度を終了いたしました。これに伴い、未

認識会計基準変更時差異および未認識数理計算上の差異を一

括償却しており、当連結会計年度の損益に与えている影響額は、

特別損失として７１百万円計上しております。 

(自己株式及び法定準備金の取崩などに関する会計基準） 

当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第１号 企業会計基準委員会 平

成１４年２月２１日）を適用しております。この変更に伴う損益に与

える影響はありません。 

なお、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度におけ

る連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準） 

当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準２号 企業会計基準委員会 平成１４年９月２５

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

(企業会計適用指針第４号 企業会計基準委員会 平成１４年９月

２５日)を適用しております。この適用による１株当たり情報に与える

影響はありません。 

（クラブツーリズム事業部門の営業譲渡） 

提出会社は、旅行事業部門の明確な区分と事業価値の最大化

及び経営資源のより効率的な活用を目的として、平成１５年１１月

２５日にクラブツーリズム事業部門の営業を譲渡することに基本合

意し、平成１６年２月９日に営業譲渡契約を締結いたしました。 

(１)営業譲渡先             クラブツーリズム株式会社 

(２)譲渡の時期                 平成１６年４月３０日 

(３)譲渡予定価格                 ２４８億４０百万円 

 



 １７

注 記 事 項 

 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 

（平成１６年１２月３１日現在） 

前連結会計年度 

（平成１５年１２月３１日現在） 

※１ ．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） １，２１９百万円

 

※２．担保に供している資産 

預金            ４９２百万円

投資有価証券     ２，４９４百万円

計             ２，９８６百万円

    上記資産を担保としている債務は次のとおりであります。 

    （長期借入金には１年以内返済分を含む。） 

短期借入金         ６３０百万円

長期借入金        ６７１百万円

計             １，３０１百万円

 

３．保証債務                         ―百万円 

 

 

 

 

 

※４．連結会社および持分法適用会社が保有する提出会社の 

  株式数 

    連結会社および持分法を適用した非連結子会社並びに関

連会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式数は、以

下のとおりであります。 

                 普通株式       ９，１３４，６８５株 

    なお、当社の発行済株式総数は普通株式９２，５０１，８８３ 

株であります。 

 

※５．投資有価証券には、有価証券消費貸借契約に基づく貸付 

投資有価証券９８２百万円が含まれおります。 

 

６． 当社グループおよび子会社のＰＡＣＩＦＩＣ ＤＥＶＥＬＯＰＭ

ＥＮＴ ＩＮＣ（以下ＰＤＩ社）は、平成１６年１２月のＳＡＩＰＡＮ 

ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ株式の譲渡に伴い同社の現

地少数株主より忠実義務違反等による損害賠償請求等訴

訟を北マリアナ諸島連邦の上級裁判所に提訴され、現在係

争中であります。平成１７年２月８日時点において、訴状に対

する認否、反論の答弁書の提出まで手続が完了しており、

今後、文書提出、証言、審理となり判決が下りる予定となっ

ております。なお、訴状において損害賠償請求金額は明示

されておりません。 

  判決を得る場合には数年を要する見込みですが、当社グ

ループおよびＰＤＩ社は、原告の主張に対して積極的に反論

していきます。現段階で当社グループの財産および損益に

重大な影響を与える見込みはないと考えております。 

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式）１，２０４百万円 

 

※２．担保に供している資産 

預金            ４７７百万円 

投資有価証券     ８，３０９百万円 

計            ８，７８６百万円 

上記資産を担保としている債務は次のとおりであります。 

    （長期借入金には１年以内返済分を含む。） 

短期借入金        ６１０百万円 

長期借入金        ７４０百万円 

計            １，３５０百万円 

 

３．保証債務 

  下記の会社の借入金に対し、次のとおり債務保証を行って 

  おります。 

                保証先   沖縄観光開発株式会社 

                保証額            ３３０百万円 

 

※４．連結会社および持分法適用会社が保有する提出会社の 

  株式数 

    連結会社および持分法を適用した非連結子会社並びに関

連会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式数は、以

下のとおりであります。 

                 普通株式      １０，５６７，４２７株 

    なお、当社の発行済株式総数は普通株式９２，５０１，８８３

株であります。 

 

※５．投資有価証券には、有価証券消費貸借契約に基づく貸付 

    投資有価証券９４４百万円が含まれおります。 

 

 

 

 

 

 

 



 １８

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 

（平成１６年１２月３１日現在） 

前連結会計年度 

（平成１５年１２月３１日現在） 

※１．営業費用のうち主要な費用および金額は次のとおりでありま

す。 

人件費                      ４４，５５４百万円

不動産賃借・維持費               ８，１５６百万円

電算機維持費                   ３，３７３百万円

販売諸経費                   ２７，３５５百万円

諸税                           ５５１百万円

減価償却費                     １，９００百万円

※２．  

 

 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

建物                           ２６百万円

有形固定資産 

その他                         ８４百万円

無形固定資産 

ソフトウェア                      １０百万円

※４． 

 

※５．特別損失・その他の主な内訳は次のとおりであります。 

適格年金終了損                  ７１百万円

役員退職慰労金                  １６４百万円

前期損益修正損                  １７４百万円

※６．減損損失 

減損損失 

    当社グループは、以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。   

用 途 種 類 場 所 

営業店舗等 土地・建物・ 

器具備品 

西日本カンパニー 

他（5 件） 

厚生施設 
（社宅・寮など） 

土地・建物・ 

器具備品 
福岡寮他（4 件） 

遊休地 

 
土地・建物 岡山土地 

岡山県岡山市他（１０件） 

 
（経緯） 

   土地の取得価格に対する時価の著しい下落や、営業損益

が悪化し短期的な業績回復が見込まれないことにより、減

損損失を認識しました。 

（減損損失の金額） 

種 類 金 額 

（百万円） 

建物 ２６７ 

器具備品 ４５ 

土地 ９６９ 

リース資産 ８４ 

合計 １，３６７ 
 
（グルーピングの方法） 

提出会社は原則としてカンパニー単位で区分し、土地保

有店舗に関しては、店舗単位としました。本社・社宅・寮

については、共用資産とし、遊休資産と合わせて、資産単

位としました。連結子会社については、会社単位で区分し

ております。 

（回収可能価格の算定方法等） 

店舗の回収可能価格は使用価値により測定しており、将来

キャッシュフローを５％で割り引いて計算し、カンパニーお

よび連結子会社については、基準年度の営業利益により

計算しております。また、共用資産・遊休資産の回収可能

価格は正味売却価格により測定しており、不動産鑑定評価

額もしくは、固定資産税評価額を基準としております。 

※１．営業費用のうち主要な費用及び金額は次のとおりでありま

す。 

人件費                      ４８，０６２百万円

不動産賃借・維持費               ９，５５０百万円

電算機維持費                   ６，９０３百万円

販売諸経費                   ２４，８２６百万円

諸税                           ５５２百万円

減価償却費                    １，７３２百万円

※２．固定資産売却損の主な内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

土地                          ５７百万円

※３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

建物                          ４８百万円

有形固定資産 

その他                        １２百万円

無形固定資産 

ソフトウェア                      ２３百万円

※４．割増退職金は「セカンドステージ支援プログラム」制度改定 

に伴う特別措置実施による退職加算金であります。 

※５．特別損失・その他の主な内訳は次のとおりであります。 

敷金保証金貸倒損                 １５３百万円

退職給付会計基準変更時差異          ２９百万円

 

※６．  

 



 １９

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定             ４０，５１０百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金     △５５０百万円 

預け金                     １２，０００百万円 

現金及び現金同等物             ５１，９６０百万円 

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産

および負債の内訳 

   株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時の

資産および負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のため

の支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

相鉄観光株式会社（平成１６年１２月２４日現在） 

流動資産                       １，２３６百万円 

固定資産                          ３４０百万円 

連結調整勘定                      △２６百万円 

流動負債                      △９４５百万円 

固定負債                      △４６０百万円 

少数株主持分                       △１７百万円 

同社株式の取得価額            △１２７百万円 

同社の現金及び現金同等物         １，０４３百万円 

差引同社取得による収入             ９１６百万円 

３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産およ

び負債の内訳 

SAIPAN HOTEL CORPORATION（平成１６年９月３０日現在） 

流動資産                       ３７６百万円 

固定資産                     ８，３９６百万円 

資産合計                    ８，７７３百万円 

流動負債                     １，４２３百万円 

固定負債                     ３，０２０百万円 

負債合計                    ４，４４３百万円 

４．第三者割当増資により連結子会社でなくなった会社の資産 

および負債の内訳 

クラブツーリズム株式会社（平成１６年３月３１日現在） 

流動資産                       ５０１百万円 

固定資産                       ２３６百万円 

資産合計                      ７３７百万円 

流動負債                       ５２７百万円 

固定負債                        ８０百万円 

負債合計                      ６０７百万円 

５．営業の譲渡により減少した資産および負債の内訳 

クラブツーリズム事業部門（平成１６年４月３０日現在） 

流動資産                    ２２，８０３百万円 

固定資産                     １，４０９百万円 

資産合計                   ２４，２１３百万円 

流動負債                    １８，００３百万円 

負債合計                   １８，００３百万円 

６．営業の譲渡により減少した資産および負債の内訳 

株式会社ホテルサンフラワー札幌（平成１６年９月３０日現在） 

流動資産                       ２１２百万円 

固定資産                     １，０９２百万円 

資産合計                    １，３０５百万円 

流動負債                        ４０百万円 

固定負債                       ８７４百万円 

負債合計                      ９１４百万円 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に  

掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定              ３６，０９５百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金     △５７４百万円 

預け金                     １１，０００百万円 

現金及び現金同等物            ４６，５２１百万円 

２．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．  

 

 

 

 

 

 

 

 

５．  

 

 

 

 

 

 

 

６．  

 

 



 ２０

５．リ ー ス 取 引 

当連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

減損損失

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円
有形固定資産・ 

建 物 １２８ ６２ １ ６３

有形固定資産・ 

そ の 他
４，００４ ２，６８６ ― １，３１８

無形固定資産・ 

ソフトウエア   
７５８ ３９７ ― ３６１

合計 ４，８９２ ３，１４６ １ １，７４４

 
（２） 未経過リース料期末残高相当額およびリース資産減損勘定

期末残高 

１ 年 以 内                    １，０１７百万円 

１ 年 超                    ７９５百万円 

合 計                   １，８１２百万円 

 リース資産減損勘定期末残高               １百万円 
 

（３） 支払リース料､減価償却費相当額、支払利息相当額および

減損損失 

 ①支払リース料                    １，４０９百万円 

②リース資産減損勘定の取崩                －百万円 

 ③減価償却費相当額                 １，３９９百万円 

 ④支払利息相当額                    ５５百万円 

 ⑤減損損失                                ８４百万円 

 ※上記減損損失の他に、注記省略取引に係わる減損損失８２ 

百万円を計上しております。 

 

（４） 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。 

 

（５） 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分方法については､利息法によって

おります。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１ 年 以 内                    ４６百万円 

１ 年 超                    ７２百万円 

合 計                   １１８百万円 

 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額 

 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高

相 当 額

百万円 百万円 百万円
有形固定資産・ 

建 物 ３９ ２６ １３

有形固定資産・ 

そ の 他
６，９０２ ４，３９０ ２，５１２

無形固定資産・ 

ソフトウエア  
２，５５５ １，８７２ ６８３

合計 ９，４９８ ６，２８８ ３，２０９

 
（２） 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内                     １，５１２百万円 

１ 年 超                     １，７３８百万円 

合 計                     ３，２５１百万円 

 

 

 

（３） 支払リース料､減価償却費相当額および支払利息相当額 

 

 ①支払リース料                    ２，３０７百万円 
 ②減価償却費相当額                ２，２４９百万円 
 ③支払利息相当額                    ９４百万円 

 

 

 

 

 

（４） 減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

（５） 利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

２．   

 



 ２１

６．有 価 証 券 

当連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価 
連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 百万円 百万円 百万円

株          式 
債          券 

２，９４４ 
２，２４９ 

１２，７５１ 
２，２５０ 

９，８０７ 
０ 

小          計 ５，１９３ １５，００１ ９，８０７ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
株          式 
債          券 

 
６０２ 
― 

 
５７７ 
― 

 
△２５ 
― 

小          計 ６０２ ５７７ △２５ 
合          計 ５，７９５ １５，５７８ ９，７８２ 

 （注）減損にあたっては、時価が取得原価に比し５０％以上下落した場合は減損処理を実施し、３０％以上５０％未満 
下落した場合は、時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 
関連会社株式 

百万円

８９２ 
１，２１９ 

合     計 ２，１１１ 
 

(４)当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
百万円 
１３８ 

百万円

５０ 
百万円

― 
 

(５)その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 1年超５年以内 
債券 
国債 

百万円

２，２５０ 
 



 ２２

 
 
前連結会計年度（平成１５年１月１日から平成１５年１２月３１日まで） 
 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価 
連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 百万円 百万円 百万円

株          式 
債          券 

２，０９７ 
２，３４８ 

１０，８０８ 
２，３５０ 

８，７１０ 
１ 

小          計 ４，４４６ １３，１５８ ８，７１２ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
株          式 
債          券 

 
１，５２５ 
― 

 
１，４０９ 
― 

 
△１１５ 
― 

小          計 １，５２５ １，４０９ △１１５ 
合          計 ５，９７１ １４，５６８ ８，５９６ 

（注）減損にあたっては、時価が取得原価に比し５０％以上下落した場合は減損処理を実施し、３０％以上５０％未満 
下落した場合は、時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 
関連会社株式 

百万円

６７７ 
１，２０４ 

合     計 １，８８１ 
 
(４)前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
百万円 

１，８４５ 
百万円

１，４１２ 
百万円

２ 
 

(５)その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 1年超５年以内 
債券 
国債 

百万円

２，３５０ 
  
 
 
 

 

７．デリバティブ取引 

 

当連結会計年度及び前連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 



 ２３

８．退職給付関係 

１． 採用している退職給付制度の概要 

   提出会社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および退職一時金制度を設けております。従業員

の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があり、提出会社においては退職給付信託を設定しております。 

なお、提出会社は平成１５年７月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度および前払退職金制度へ移行しており、 

厚生年金基金の代行部分について平成１６年１月１日に厚生労働大臣から将来分返上の認可を受け、平成１７年１月１日に過去分返 

上の認可を受けております。 

また、提出会社は年金受給者のみを対象とする閉鎖適格退職年金制度を有しておりましたが、当連結会計期間において年金受給

者への給付を終了し、制度を終了致しました。これに伴い、未認識会計基準変更時差異および未認識数理計算上の差異を一括償却

しており、当連結会計期間における損益に与えている影響額は、特別損失として７１百万円計上しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 当連結会計年度 

平成１６年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１５年１２月３１日現在 

 

① 退職給付債務 

② 年金資産 

③ 未積立退職給付債務（①＋②） 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 

⑤ 未認識数理計算上の差異 

⑥ 未認識過去勤務債務 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥） 

⑧ 前払年金費用 

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧） 

百万円 

△６９,４２０ 

２９,９９４ 

△３９,４２５ 

２８,２９９ 

１３,７７３ 

△１０,８００ 

△８,１５３ 

― 

△８,１５３ 

百万円 

△９０,１６９ 

３６,５９３ 

△５３,５７５ 

３８,０４０ 

２１,９４１ 

△１２,１５０ 

△５,７４４ 

５９ 

△５,８０３ 

（注）１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

   ２ 厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員 

       会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けた日において

     代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして会計処理をしております。なお、当連結会計

年度末日現在において測定された変換相当額（最低責任準備金）は８，５５５百万円であります。 

３ 前連結会計年度は厚生年金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 当連結会計年度 

平成１６年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１５年１２月３１日現在 

 

① 勤務費用（注１） 
② 利息費用 
③ 期待運用収益 
④ 会計基準変更時差異の費用処理額 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額 
⑥ 数理計算上の差異償却額 
⑦ 割増退職金 
⑧ 経過措置給付金・前払退職金 
⑨ 確定拠出年金掛金支払額 
⑩ 退職給付費用 
⑪ 厚生年金基金代行返上に伴う損失 
        計 

百万円 

１,３４０ 

１,７９４ 

△１,１０９ 

２,６０９ 

△１,３５０ 

２,０３２ 

８５ 

３８２ 

３２３ 

６,１０８ 

２,２３２ 

８,３４１ 

百万円 

２,４５７ 

２,１８２ 

△１,３７８ 

３,１６９ 

△１,３５０ 

２,２５０ 

― 

２２３ 

１７１ 

７,７２５ 

― 

７,７２５ 

 （注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

２ 前連結会計年度は厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 ２４

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項              当連結会計年度            前連結会計年度 

 ① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

 ② 割引率 ２．５％ ２．５％ 

 ③ 期待運用収益率 ４．０～４．５％ ４．０～４．５％ 

 ④ 過去勤務債務の額の処理年数 提出会社は１０年 提出会社は１０年 

 ⑤ 数理計算上の差異の処理年数 ５～１０年 ５～１０年 

 ⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 提出会社、株式会社ツーリスト 提出会社、株式会社ツーリスト 

 サービスは１５年、その他の子 サービスは１５年、その他の子 

 会社は主として１年 会社は主として１年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２５

 

９．税効果会計関係 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
繰延税金資産 
退職給付引当金損金算入限度超過額 ２，７４１百万円 
税務上の繰越欠損金 ９１６百万円 
投資損失引当金損金算入限度超過額 ８６５百万円 
減損損失 ４６２百万円 
貸倒引当金損金算入限度超過額 ４３９百万円 
未払金 ３５７百万円 
賞与引当金損金算入限度超過額 ２８３百万円 
その他一時差異 ８６８百万円 
繰延税金資産小計 ６，９３４百万円 
評価性引当金 △３，８２３百万円 

繰延税金資産合計 ３，１１１百万円 

繰延税金負債との相殺 △１，９２７百万円 

繰延税金資産 １，１８４百万円 

 

繰延税金負債 

有価証券評価差額 ３，５９７百万円 
退職給付信託設定 １９７百万円 
その他 ２５１百万円 
繰延税金負債小計 ４，０４５百万円 
繰延税金資産との相殺 △１，９２７百万円 
繰延税金負債合計 ２，１１８百万円 
繰延税金負債純額 △９３４百万円 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
       法定実効税率 ４０．７％ 
       （調整） 
       交際費等永久に損金に算入されない項目 ５．６ 
       過年度法人税等 ３３．６ 
       受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △３．８ 
       住民税均等割 ６．７ 
       評価性引当金の増減 △７．８ 
       繰越欠損金 △１９．８ 
       連結子会社の法定実効税率との差異 △２．０ 

その他 ０．４ 
     税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５３．６ 
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１０．セグメント情報 

(１)事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

８６，２０７ 

百万円

２，６８０

百万円

２，３２２

百万円

２，３４８

百万円 
 

９３，５５８ 

百万円

―

百万円

９３，５５８

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△５５０ ２８２ ― ５，７４８ ５，４８０ (５，４８０) ―

計 ８５，６５６ ２，９６３ ２，３２２ ８，０９６ ９９，０３９ (５，４８０) ９３，５５８
営業費用 ８４，８６９ ２，９０７ １，８０１ ７，５７０ ９７，１４７ (５，４５１) ９１，６９６

営業利益又は営業損失(△) ７８７ ５６ ５２１ ５２６ １，８９１ (２９) １，８６２

２．資産、減価償却費、減損損失 
及び資本的支出 
資産 １２８，８２６ ４，３２２ １，７４１ ６，９３６ １４１，８２６ （３，７７４） １３８，０５１

減価償却費 １，０１８ ７４４ ― １５８ １，９２１ （２１） １，９００

減損損失 １，２９０ ７６ ― ― １，３６７ ― １，３６７

資本的支出 ５，０８４ ２１５ ― ２０８ ５，５０８ （１） ５，５０７

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，５０８百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(１，３２９百万円)の主なものは、親会社の本社管理部門に係る資産でありま

す。 

 

前連結会計年度（平成１５年１月１日から平成１５年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

９４，５６８ 

百万円

２，３８２

百万円

２，３６２

百万円

３，７５１

百万円 
 

１０３，０６５ 

百万円

―

百万円

１０３，０６５

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１５１ ３２４ ― ５，４７５ ５，９５１ (５，９５１) ―

計 ９４，７２０ ２，７０７ ２，３６２ ９，２２６ １０９，０１６ (５，９５１) １０３，０６５
営業費用 ８９，８２６ ２，７７１ １，６８８ ８，８４１ １０３，１２８ (２，１３８) １００，９９０

営業利益又は営業損失(△) ４，８９３ △６４ ６７４ ３８４ ５，８８７ (３，８１３) ２，０７４

２．資産、減価償却費 
及び資本的支出 
資産 １４２，５２３ ２４，８１６ ２，０８４ ９，５３５ １７８，９５９ （２２，６０６） １５６，３５２

減価償却費 ８０５ ７７８ ― １７１ １，７５４ （２１） １，７３２

資本的支出 ６６２ １２２ ― １５８ ９４３ ― ９４３

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業、介護・生活支援業が含ま

れております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，４６７百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(１，９４５百万円)の主なものは、親会社の本社管理部門に係る資産でありま

す。 

 



 ２７

 
 (２)所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

８４，８２８ 

百万円

１，２６０

百万円

５，３２９

百万円

２，１４０

百万円 
 

９３，５５８ 

百万円

―

百万円

９３，５５８

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△４９５ ５８６ ２２７ １２４ ４４３ (４４３) ―

計 ８４，３３３ １，８４６ ５，５５７ ２，２６４ ９４，００１ (４４３) ９３，５５８
営業費用 ８３，３９０ １，７６９ ４，５１８ ２，１１１ ９１，７８９ （９３） ９１，６９６
営業利益又は営業損失(△) ９４２ ７７ １，０３８ １５３ ２，２１２ （３４９) １，８６２

２．資産 １３２，７７６ ６１０ ５，３１４ ３，１２７ １４１，８２９ (３，７７７) １３８，０５１

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，５０８百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門等に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(１，３２９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理部門に係る

資産であります 

 

前連結会計年度（平成１５年１月１日から平成１５年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

９４，３１６ 

百万円

１，４９８

百万円

５，１３７

百万円

２，１１３

百万円 
 

１０３，０６５ 

百万円

―

百万円

１０３，０６５

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１ １３ １７ ４７ ７９ (７９) ―

計 ９４，３１７ １，５１２ ５，１５４ ２，１６０ １０３，１４４ (７９) １０３，０６５
営業費用 ９１，６４８ １，６７５ ４，４１２ １，９７３ ９９，７１０ １，２８０ １００，９９０
営業利益又は営業損失(△) ２，６６９ △１６３ ７４１ １８７ ３，４３４ (１，３５９) ２，０７４

２．資産 １５２，４７７ ９，５４３ ４，６０９ ２，５８５ １６９，２１６ (１２，８６３) １５６，３５２

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，４６７百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門等に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(１，９４５百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理部門に係る

資産であります 

 

(３)海外営業収益 

当連結会計年度及び前連結会計年度における、海外営業収益は連結営業収益の１０％未満のため、記載を省略しております｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２８

１１．重要な後発事象 

当連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

 

（厚生年金基金の代行部分の返上） 

 提出会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、平成１６年１月１日付けで厚生労働

大臣から将来支給義務免除の認可を受けました。それに伴い

「退職給付会計に関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第１３号)第４７－２項に定める経過

措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給

付債務の消滅を認識する予定です。 

これにより、代行部分に係る退職給付債務(年金資産の返済相当

額を控除後)の消滅処理と会計基準変更時差異の未処理額等と

の一括計上処理により、翌会計年度において約２，２３２百万円の

特別損失が発生する見込みであります。 

 



 ２９

１２．関連当事者との取引 

近畿日本鉄道株式会社との関係 

持株比率 ３３．０５％、筆頭株主（平成１６年１２月３１日現在で退職給付信託口を含む） 

同社は、鉄軌道事業、不動産業等の事業を営んでいる会社であります。 

 

当社との関係 
役 員   同社からの兼務役員として２名（取締役１名、監査役 1名）就任しております。 

 
取 引   同社の乗車券を受託販売しているほか、同社所有の建物を本社ビルとして賃貸しておりましたが、 

今期、本社ビルの土地･建物を購入しております。 
今後も同社の関係会社として密接な関係を維持していく考えであります。 

 

 

 


